別記様式第２号（第3条、第４条、第６条、第８条関係）

令和８年度長崎県海業で稼ぐ漁村の活力創出事業費補助金　事業計画書

　１．事業実施者の概要
	海業に取り組む
団体・組織名
	

	(事業実施者が構成員の場合に記載)
構成員名
	

	事業実施者の
所在地（住所）
	〒


	メールアドレス
	
	電話番号
	

	団体・組織の
構成員及び役割
	役職
	所属・氏名
	役割

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	海業ﾁｬﾚﾝｼﾞ応援事業の活用有無
	
	海業取組促進事業の活用有無
	



２．事業概要
	事業メニュー
	１　海業実施体制確保・強化支援事業
２　海業PR等支援事業

	これまでの取組

※これまでの取組は年度ごとに内容を整理して具体的に記載すること。
	

	開発したコンテンツの内容
	

	今後の事業計画・商品化の目標
	※販売時期・期間や料金、受入可能人数、販売方法等具体的に記載

	補助金により実施する事業内容
	※1施設・設備名や整備の必要性、数量、整備箇所等具体的に記載
※2実施時期、実施場所、実施内容、参加人数、期待される効果等具体的に記載



３．事業費内訳
（単位：円）
	経費区分
	内容（積算）
	金額

	報償費
	
	

	旅費
	
	

	消耗品費
	
	

	印刷製本費
	
	

	修繕費
	
	

	通信運搬費
	
	

	広告料
	
	

	委託料
	
	

	使用料及び賃借料
	
	

	備品購入費
	
	

	工事請負費
	
	

	合計（A）
	



	補助金額（(A)×補助率※）　＜千円未満切り捨て＞
	



※補助率は、海業実施体制確保・強化支援事業は「10分の10（上限1,000,000円）」、
海業PR等支援事業は「2分の1」として計算すること。
　　※補助金額は千円未満切り捨てとすること。

４．事業実施（予定）期間　　令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日

[bookmark: _Hlk231559638]５．消費税仕入控除税額　　　□ 該当なし
    ※該当がある場合は別記様式第11号により報告すること。


※変更の場合は、変更前を上段に（　）で記載すること

